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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。 

３．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。 

５．第45期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

－

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 8,951,597 － 8,356,175 18,637,981 10,637,795

経常損失（千円） 89,606 － 61,407 180,902 89,402

中間(当期)純損失（千円） 149,087 － 34,061 306,630 420,379

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 
（発行済株式総数）（株） 

500,000 
（6,050,000）

－
（     －）

500,000
（6,050,000）

500,000 
（6,050,000）

500,000
（6,050,000）

純資産額（千円） 1,251,188 － 388,678 1,048,086 518,085

総資産額（千円） 9,768,073 － 7,117,189 10,058,846 9,697,660

１株当たり純資産額（円） 223.70 － 69.49 187.39 92.63

１株当たり中間(当期)純損失（円） 26.64 － 6.09 54.81 75.16

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 5.00 －

自己資本比率（％） 12.8 － 5.5 10.4 5.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△204,815 － 3,630,761 △306,212 △1,028,632

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△547,750 － 228,408 △1,277,987 181,158

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

1,764,303 － △4,250,009 1,564,352 472,057

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

2,119,940 － 341,497 1,107,753 732,337

従業員数（人） 160 － 145 163 147



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の状況について、重要な変更はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については、良好な関係を維持しております。 

  

  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 145 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、大企業を中心に好調な業績を背景に設備投資が引き続き増加し、景気は穏やかな

がらも拡大を続けましたが、原油をはじめとする原材料価格の高騰が食料品などの値上げにより消費者物価に影響し始めてお

ります。また、サブプライムローン問題による信用収縮、政治の混乱や米国経済の減速等景気が不透明な状況となってまいり

ました。 

当住宅関連業界におきましては、改正建築基準法の施行に伴い建築確認審査の厳格化等による影響から住宅着工戸数は前年

同期と比較して低調に推移しました。 

このような環境下、当社は、「利益の出せる体質作り」を基本に、安定収益確保のために量から質への転換を図り、全社一

丸となって総利益率の改善、生産性の向上、コスト削減に取組んでまいりました。 

この結果、当中間会計期間の売上高は、8,356百万円となりました。利益面におきましては、売上総利益率の改善とコスト削

減などの効果より営業利益は、52百万円となりましたが、投資有価証券運用損88百万円を営業外費用で計上したことにより、

経常損失61百万円となりました。また、特別利益として、貸倒引当金戻入益30百万円、賞与引当金戻入益10百万円を計上した

ことにより中間純損失は、34百万円となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、後述の各増減要因により、３億41百万円となりま

した。 

 当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、36億30百万円の収入となりました。 

主な要因は、売上債権の減少15億41百万円、及び仕入債務の増加17億88百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、２億28百万円の収入となりました。 

主な要因は、投資有価証券の売却２億７百万円、及び定期預金の払戻１億５百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、42億50百万円の支出となりました。 

主な要因は、短期借入金の減少42億50百万円であります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

品目 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

商品 

合板及び木材（千円） 1,715,334 △47.6 

内装材（千円） 1,870,798 11.8 

外装材（千円） 35,874 △12.0 

住宅設備機器（千円） 2,879,025 △7.8 

その他（千円） 410,411 △26.0 

小計（千円） 6,911,444 △20.2 

工事 

材料（千円） 247,800 248.1 

小計（千円） 247,800 248.1 

合計（千円） 7,159,244 △18.0 



(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10以上の

主要な販売先はありませんので、記載を省略しております。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

  

  

品目 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

商品 

合板及び木材（千円） 2,015,948 △40.4 

内装材（千円） 2,123,163 12.9 

外装材（千円） 41,545 △11.2 

住宅設備機器（千円） 3,244,264 △7.1 

その他（千円） 454,232 △21.1 

小計（千円） 7,879,154 △16.0 

工事 

完成工事高（千円） 477,020 54.9 

小計（千円） 477,020 54.9 

合計（千円） 8,356,175 △13.7 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 22,200,000 

計 22,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 6,050,000 同左
㈱大阪証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 6,050,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 
～ 

平成19年９月30日 
－ 6,050,000 － 500,000 － 156,500



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、自己株式が456千株あります。 

２．ＪＫホールディングス株式会社は、平成19年10月１日付で東京都江東区新木場１－７－22に住所変更しております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＪＫホールディングス株式会社 東京都江東区平野３－２－６ 3,026 50.02 

住友林業株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－１ 350 5.79 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 160 2.64 

通商従業員持株会 大阪市北区堂島１－１－５ 131 2.17 

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内３－３－１ 130 2.15 

三井住商建材株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 130 2.15 

井上 竹代 兵庫県西宮市 102 1.69 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 98 1.62 

山崎 光博 東京都板橋区 82 1.36 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 60 0.99 

計 － 4,269 70.56 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式  456,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,592,000 5,592 － 

単元未満株式 普通株式  2,000 － － 

発行済株式総数 6,050,000 － － 

総株主の議決権 － 5,592 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

 

     平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 
通商株式会社 

大阪市北区堂島１－
１－５ 

456,000 － 456,000 7.53 

計 － 456,000 － 456,000 7.53 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 560 820 850 850 820 790 

最低（円） 455 510 719 750 697 505 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

  

(2）当社は、平成19年３月15日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を９月30日から３月31日に変更

いたしました。これに伴い、第45期事業年度は、平成18年10月１日から平成19年３月31日までの６ヶ月間となったため、中間

財務諸表を作成しておりません。従って、前中間会計期間の記載を省略しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）

の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

   
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   421,497 837,337  

２ 受取手形 ※２ 1,208,397 1,748,084  

３ 売掛金   2,747,745 3,738,557  

４ たな卸資産   532,542 754,794  

５ 繰延税金資産   28,000 40,000  

６ その他   24,188 27,276  

貸倒引当金   △80,000 △110,300     

流動資産合計     4,882,372 68.6 7,035,750 72.6

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※１    

(1) 建物   180,525 187,661  

(2) 土地   1,234,338 1,234,338  

(3) その他   18,504 18,086  

有形固定資産合計   1,433,369 20.1 1,440,086   14.8

２ 無形固定資産   12,471 0.2 13,215   0.1

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券   627,335 1,025,478  

(2) 破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  281,164 291,792  

(3) 敷金・保証金   111,463 110,362  

(4) その他   28,276 31,400  

貸倒引当金   △259,263 △250,426  

投資その他の資産合計   788,975 11.1 1,208,607   12.5

固定資産合計     2,234,816 31.4 2,661,910 27.4

資産合計     7,117,189 100.0 9,697,660 100.0

       



 

   
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※２ 69,032 123,754  

２ 買掛金   4,101,044 2,257,734  

３ 短期借入金   2,150,000 6,400,000  

４ 未払金   84,216 101,581  

５ 未払法人税等   2,906 1,634  

６ 未払消費税等   28,953 6,852  

７ 賞与引当金   56,200 42,700  

８ 役員賞与引当金   1,838 －  

９ その他   45,924 51,093  

流動負債合計     6,540,116 91.9 8,985,351 92.7

Ⅱ 固定負債      

１ 繰延税金負債   60,082 60,205  

２ 退職給付引当金   115,811 121,517  

３ 預り保証金   12,500 12,500  

固定負債合計     188,393 2.6 194,223 2.0

負債合計     6,728,510 94.5 9,179,574 94.7



  

  

   
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     500,000 7.0 500,000 5.2

２ 資本剰余金      

資本準備金   156,500 156,500  

資本剰余金合計     156,500 2.2 156,500 1.6

３ 利益剰余金      

(1)利益準備金   40,337 40,337  

(2)その他利益剰余金      

固定資産圧縮積立金   90,124 90,308  

別途積立金   300,000 300,000  

繰越利益剰余金   △287,931 △254,053  

利益剰余金合計     142,530 2.0 176,592 1.8

４ 自己株式     △171,478 △2.4 △171,478 △1.8

株主資本合計     627,552 8.8 661,614 6.8

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    △238,173 △3.3 △142,173 △1.5

２ 繰延ヘッジ損益     △700 △0.0 △1,355 △0.0

評価・換算差額等合計     △238,873 △3.3 △143,528 △1.5

純資産合計     388,678 5.5 518,085 5.3

負債純資産合計     7,117,189 100.0 9,697,660 100.0

       



②【中間損益計算書】 

  

  

   
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     8,356,175 100.0 10,637,795 100.0

Ⅱ 売上原価     7,499,447 89.7 9,825,637 92.4

売上総利益     856,727 10.3 812,158 7.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     804,493 9.6 918,349 8.6

営業利益     52,233 0.7 － －

営業損失     － － 106,191 △1.0

Ⅳ 営業外収益 ※２   11,018 0.1 68,390 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※３   124,659 1.5 51,601 0.5

経常損失     61,407 △0.7 89,402 △0.8

Ⅵ 特別利益 ※４   41,012 0.5 2,594 0.0

Ⅶ 特別損失 ※5,6   － － 368,679 3.5

税引前中間（当期）純
損失 

    20,394 △0.2 455,488 △4.3

法人税、住民税及び事
業税 

  1,790 592  

法人税等調整額   11,877 13,667 0.2 △35,702 △35,110 △0.3

中間（当期）純損失     34,061 △0.4  420,379 △4.0

       



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

500,000 156,500 156,500 40,337 90,308 300,000 △254,053 176,592 △171,478 661,614 

中間会計期間中の変動額                    

固定資産圧縮積立金の取崩         △184   184 －   － 

中間純損失             △34,061 △34,061   △34,061 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

                   

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

－ － － － △184 － △33,877 △34,061 － △34,061 

平成19年９月30日残高 
（千円） 

500,000 156,500 156,500 40,337 90,124 300,000 △287,931 142,530 △171,478 627,552 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

△142,173 △1,355 △143,528 518,085 

中間会計期間中の変動額        

固定資産圧縮積立金の取崩       － 

中間純損失       △34,061 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

△96,000 655 △95,344 △95,344 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

△96,000 655 △95,344 △129,406 

平成19年９月30日残高 
（千円） 

△238,173 △700 △238,873 388,678 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年12月22日の定時株主総会における剰余金の処分であります。 

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

500,000 156,500 156,500 40,337 90,499 800,000 △305,899 624,937 △171,478 1,109,959 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △27,966 △27,966   △27,966 

固定資産圧縮積立金の取崩         △191   191 －   － 

別途積立金の取崩（注）           △500,000 500,000 －   － 

当期純損失             △420,379 △420,379   △420,379 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                   

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △191 △500,000 51,846 △448,345 － △448,345 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

500,000 156,500 156,500 40,337 90,308 300,000 △254,053 176,592 △171,478 661,614 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

△59,744 △2,128 △61,873 1,048,086 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △27,966 

固定資産圧縮積立金の取崩       － 

別途積立金の取崩（注）       － 

当期純損失       △420,379 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△82,428 773 △81,655 △81,655 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△82,428 773 △81,655 △530,000 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

△142,173 △1,355 △143,528 518,085 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

税引前中間（当期）純損失   △20,394 △455,488 

減価償却費   11,485 12,346 

貸倒引当金の増減額（減少：
△） 

  △21,462 72,472 

賞与引当金の増減額（減少：
△） 

  13,500 △4,500 

役員賞与引当金の増加額   1,838 － 

退職給付引当金の増減額（減
少：△） 

  △5,706 998 

受取利息及び受取配当金   △2,038 △2,638 

支払利息   28,279 35,961 

有形固定資産除却損   － 2,379 

減損損失   － 117,332 

前期損益修正損   － 50,726 

投資有価証券運用損益   88,730 △14,723 

投資有価証券売却益   － △2,594 

売上債権の増減額（増加：
△） 

  1,541,126 △413,864 

たな卸資産の増減額（増加：
△） 

  222,252 △103,418 

仕入債務の増減額（減少：
△） 

  1,788,588 △347,440 

未払消費税等の増加額   22,100 6,852 

その他の資産減少額   1,431 9,059 

その他の負債増減額（減少：
△） 

  △19,438 30,694 

その他の営業外損益等   93 － 

小計   3,650,387 △1,005,842 

利息及び配当金の受取額   11,034 2,642 

利息の支払額   △29,486 △34,644 

法人税等の還付額（支払額：
△） 

  △1,173 9,211 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  3,630,761 △1,028,632 



  

  

  次へ 

   
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金等の預入によ
る支出 

  △80,000 △105,000 

定期預金等の払戻によ
る収入 

  105,000 105,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △3,944 － 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  － 1,078 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  207,740 229,175 

貸付けによる支出   － △61,043 

貸付金の回収による収
入 

  199 10,515 

その他投資の増加によ
る支出 

  △990 △1,257 

その他投資の減少によ
る収入 

  403 2,690 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  228,408 181,158 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額
（減少：△） 

  △4,250,000 500,000 

配当金の支払額   △9 △27,942 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △4,250,009 472,057 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

  △390,839 △375,416 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  732,337 1,107,753 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※ 341,497 732,337 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

  その他有価証券 

(1）有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。 

ただし、組込デリバティブとし

て一体処理したものについて

は、評価差額を損益に計上して

おります。 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

ただし、組込デリバティブとし

て一体処理したものについて

は、評価差額を損益に計上して

おります。 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用

しております。 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

(3）たな卸資産 

商品 

  …商品のうち、在庫品（常時在庫す

る商品）については移動平均法に

よる原価法によっており、即納品

（得意先からの受注に基づいて発

注を行う商品で一時的に在庫にす

る商品）については、個別法によ

る原価法によっております。 

同左 

  未成工事支出金 未成工事支出金 

  …個別法による原価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産……定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物    ７～38年 

 構築物   10～30年 

  

 (会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微

であります。  

(1) 有形固定資産……定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物    ７～38年 

 構築物   10～30年 



  

 

項目 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2) 無形固定資産……定額法 (2)無形固定資産 

   なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

同左 

  (3)長期前払費用……定額法 (3)長期前払費用 

    同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

  (3)役員賞与引当金 (3)役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しております。 

― 

  (4)退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……デリバティブ取引

(金利スワップ) 

ヘッジ手段…… 

同左 

  ヘッジ対象……借入金の支払利息 ヘッジ対象…… 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

項目 
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動の累計とを比率分析

する方法により有効性の評価を行って

おります。但し、契約内容等により明

らかにヘッジに高い有効性が認められ

る場合については、有効性の判定を省

略しております。 

(5)リスク管理方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

(5)リスク管理方法 

   デリバティブ取引は担当部門にて、

社内規定に基づいた決裁を得て行われ

ております。 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、未払消費税等として表

示しております。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 従来、当社は、支店を基礎とし、キャッシュ・フロー

の相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの

単位としていましたが、当期より支店をグルーピングの

単位とすることに変更しました。 

 この変更は、親会社によるグループ管理体制の強化を

契機に、収益管理をより厳格化するために、資産のグル

ーピング方法を親会社と統一するように変更したもので

あります。 

 この変更により、従来の方法と比べ特別損失及び税引

前当期純損失は、それぞれ117,332千円増加しておりま

す。 



追加情報 

  

  

  次へ 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

（賞与引当金） 

 当社は、給与規定の改正を行い、賞与支給対象期間を

以下のとおり変更しました。 

 支給対象期間 

  変更前 

   冬季賞与   ５月21日から11月20日まで 

   夏季賞与   11月21日から５月20日まで 

  変更後 

   冬季賞与   ４月１日から９月30日まで 

   夏季賞与   10月１日から３月31日まで 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益は15,300千円減少し、経常損失及び税引前中間純

損失は15,300千円増加しております。 

― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  696,602千円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額  687,887千円 

※２．中間期末日満期手形 

   中間期末日満期手形の会計処理は、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当中間会計期

間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高に含まれおります。 

   受取手形            148,620千円 

支払手形             20,132千円 

※２．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当事業年度の末日

は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれおります。 

   受取手形            211,370千円 

支払手形             23,177千円 



（中間損益計算書関係） 

  

 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 

有形固定資産          10,567千円 有形固定資産          11,232千円 

無形固定資産            744千円 無形固定資産            939千円 

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息及び配当金        2,038千円 受取利息及び配当金        2,638千円 

仕入割引             8,469千円 仕入割引            38,108千円 

  投資有価証券運用益       25,868千円 

※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息            28,279千円 支払利息            35,961千円 

売上割引             7,401千円 売上割引            11,416千円 

投資有価証券運用損       88,730千円  

※４．特別利益のうち主要なもの ※４．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益        30,984千円 投資有価証券売却益        2,594千円 

賞与引当金戻入益        10,028千円   

※５．         － ※５．特別損失のうち主要なもの 

  前期損益修正損         50,726千円 

  減損損失            117,332千円 

  営業債権債務整理損       99,356千円 

  貸倒引当金繰入額        81,017千円 

  貸倒損失            17,868千円 

  固定資産除却損          2,379千円 

※６．         － 

  

※６．減損損失 

    当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しております。   

    当社は、当期より、事業用資産については支店

を基準としてグルーピングを行っております。  

当事業年度において、事業用資産のうち、時価

が著しく下落した資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（117,332千円）として特別損失に計上しておりま

す。 

その内訳は、建物12,200千円及び土地105,132千

円であります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、固定資産税評価額に基づき合理的な調

整を行って算定しております。 

場所 用途 種類 

愛媛県東温市 事業用資産 建物及び土地 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 6,050,000 － － 6,050,000 

合計 6,050,000 － － 6,050,000 

自己株式 

普通株式 456,800 － － 456,800 

合計 456,800 － － 456,800 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式 

普通株式 6,050,000 － － 6,050,000 

合計 6,050,000 － － 6,050,000 

自己株式 

普通株式 456,800 － － 456,800 

合計 456,800 － － 456,800 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 
定時株主総会 

普通株式 27,966 ５ 平成18年9月30日 平成18年12月25日

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 421,497千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△80,000千円

現金及び現金同等物 341,497千円

現金及び預金勘定 837,337千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△105,000千円

現金及び現金同等物 732,337千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  
    （単位：千円）

  
車両及び運
搬具 

工具、器具
及び備品 

合計 

取得価額相当
額 

20,868 143,370 164,238

減価償却累計
額相当額 

6,737 140,980 147,717

中間期末残高
相当額 

14,130 2,389 16,520

（単位：千円）

車両及び運
搬具 

工具、器具
及び備品 

合計 

取得価額相当
額 

20,868 143,370 164,238 

減価償却累計
額相当額 

4,650 126,643 131,293 

期末残高相当
額 

16,217 16,726 32,944 

（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リース料中間期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 6,563千円

１年超 9,957千円

計 16,520千円

１年内 20,900千円

１年超 12,044千円

計 32,944千円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額は、有形固

定資産の中間期末残高等に占めるその割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 16,423千円

減価償却費相当額 16,423千円

支払リース料 16,234千円

減価償却費相当額 16,234千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により、算定しております。 

同左 



（有価証券関係） 

当中間会計期間 

  その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

  

前事業年度 

  その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

   当社は、債券に含まれている組込デリバティブ取引を利用しておりますが、組込デリバティブの時価を区分して測定で

きない複合金融商品であるため、複合金融商品全体を時価評価し、「注記事項（有価証券関係）その他有価証券で時価の

あるもの」の「債券」に含めて記載しております。 

その他のデリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

   当社は、債券に含まれている組込デリバティブ取引を利用しておりますが、組込デリバティブの時価を区分して測定で

きない複合金融商品であるため、複合金融商品全体を時価評価し、「注記事項（有価証券関係）その他有価証券で時価の

あるもの」の「債券」に含めて記載しております。 

   その他のデリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

  

  次へ 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 541,173 303,000 △238,173 

債券 554,650 324,335 △230,314 

合計 1,095,823 627,335 △468,488 

  

前事業年度末（平成19年３月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 541,173 399,000 △142,173 

債券 720,310 626,478 △93,831 

合計 1,261,483 1,025,478 △236,004 



（持分法損益等） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 持分法適用関連会社等がないため、記載事項はありません。 

  

前事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

 持分法適用関連会社等がないため、記載事項はありません。 

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 69円 49銭

１株当たり中間純損失 6円  9銭

１株当たり純資産額 92円 63銭

１株当たり当期純損失 75円 16銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、１株当たり中間純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純損失    

中間（当期）純損失（千円） 34,061 420,379 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（千円） 34,061 420,379 

期中平均株式数（株） 5,593,200 5,593,200 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第45期）（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日近畿財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年８月28日近畿財務局長に提出 

事業年度（第45期）（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成19年12月17日  

通商株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中西 清   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石井 尚志  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている通商株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、通商株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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